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第６回　検数労連２１夏季一時金交渉１３：３０～１４：００


２１夏季一時金妥結表明。支給日７月９日（金）を確認。











【各地域からの主な意見】





　前回の交渉以降、これまでの一時金交渉の経過を踏まえた中闘見解を発出し、各地域から意見を求めました。その結果、すべての地域から２１夏季一時金中闘見解に対して批准・または一任を受けたことにより７月２日（金）に開催された第６回検数労連２１夏季一時金交渉で、妥結を表明しました。





【態度表明】


　夏季一時金要求全般については、現到達をもって妥結する。


　夏季一時金交渉はコロナウイルスとその変異株による感染拡大の影響の収束が見通せ


ない中での交渉を進めてきた。組合は６月３日の要求提出以



























































第６回一時金交渉














【評価点】


《日検協会》


・昨冬比プラス回答。


・都市加算の満額回答。


・厳しい状況下での一定額の確保。


・昨夏比一律部分のプラス回答。





《全日検》


・特別評価を付けなかった。


・昨夏比プラス回答。


・一律が昨夏比プラス回答。





【不満点】


《日検協会》


・コロナ禍による収益減少の責任を従業員に転嫁させた回答。


・業績加算による支部間格差。


・乗率２．０ヶ月に戻せなかったこと。


・業績水準の引き上げ。





《全日検》


・コロナ禍による収益減少の責任を従業員に転嫁させた回答。


・調整加算の支部間格差。


・家族・地域年齢手当が算式に入っていない。


・収支に貢献している契約雇員・準職員の低額回答。





【今後課題】


《組合に対して》


・検数労連としての格差解消に向けた粘り強い交渉。


・乗率へのこだわり。


・両協会に対して、『一時金は生活賃金であり、月例賃金の補填でもある』という事を理解させる取り組み。


・業績加算を廃止し、その原資を一律や乗率へ配分させる動きを強める必要がある。


・冬季一時金に向けて、乗率にこだわった闘争方針を強く求めるとともに、組合員の思いに応えるたたかい方の構築をすること。





























降、２９日の第５回交渉での機


関手続き表明までの間、コロナ禍の中で職場を支え奮闘努力している組合員の切実な思いなどを交渉の中で繰り返し主張してきた。同時に厳しい情勢の中にあっても日常活動の積み重ねである『仕事と収入の確保』運動への一定の成果に応えるよう回答構築を求めてきた。


　一時金回答については両協会ともにコロナ感染拡大によるマイナス影響を色濃く反映させた回答額を提示してきた。回答額はアルファ部分を除く小計部分の全国平均において全日検は昨夏比プラス回答、日検は昨夏比マイナス回答としたが、アルファ部分を加味した平均総額では両協会


ともに昨夏比プラス回答となった。しかしながら、この回
























































答額は要求額との関係でも程遠く、現在の職場の多忙状況を見るならば、職場の努力の甲斐もなく期待が薄れる回答額になった。　


　回答算式については、全日検の家族手当、地域年齢手当、都市加算、日検の一律が算式に入っておらず不満を残す結果となった。また、組合要求にない両協会の事業収益の調整弁的な役割を果たしているアルファ回答についても取り扱いを含めて課題を残した。


諸要求や産別課題、国民的課題に対する態度表明についても理解が得られなく残念な結果となった。一方、全日検の昨夏比乗率と一律の上積み、日検の都市調整加算の満額回答については、一定評価できる部分となった。












































【問題提起】


　両協会の企業ポリシー的な


アルファ回答による支部間格差は職場で奮闘努力している組合員のモチベーションダウンにつながり、さらに、人材流出への一因にもなっていることが散見されるなど、両協会はこうした状況を受け止めるべきである。


　今後、コロナ感染拡大や港湾政策等による影響で、検数事業そのものの方向性が変化しようとしていくもとで、職場環境等の様々な変化に対応すべく労使共通認識が重要となってくることから、引き続き、情報の共有化を求めて行く事とする。


以上






































各地域闘争委員会の皆様


２１夏季一時金闘争お疲れ様でした。秋の定期大会で十分な討論をおこない、２１冬季一時金も全国団結で頑張りましょう！








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


